
議 題 番 号 議題第１号

議 題 名 令和４年度八街市地域公共交通協議会歳入歳出補正予算

(案)について

議 題 の 説 明

今年度の本協議会の補正予算案について資料１のとおり作成いたしました。

内容としては、第 3回協議会においてご報告させていただいたとおり、ふれあいバ

ス運行事業に係る地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金の納入及び相当

額の市への納付に係るものでございます。

（歳入歳出予算の補正）

歳入歳出予算にそれぞれ 10,642 千円を追加する。

積算根拠（国庫補助上限額算定式）

58,686 人（対象人口）×120円+360万円≒10,642 千円

※対象人口：令和 2年度国勢調査人口-人口集中地区（DID）人口



令和４年度八街市地域公共交通協議会歳入歳出補正予算

令和４年度八街市地域公共交通協議会歳入歳出計補正予算は、次に定める

ところによる。

（歳入歳出予算の補正）

歳入歳出予算にそれぞれ10,642千円を追加する。

歳入

歳出

令和５年 月 日

八街市地域公共交通協議会

会長 大木 俊行

款 項 説明 金 額

２款

国庫支出金

１項

国庫補助金

地域内フィーダー系統

確保維持費国庫補助金
10,642,000 円

款 項 説明 金 額

２款

事業費

１項

事業推進費

地域内フィーダー系統確

保維持費国庫補助金相当

額を市に納付するもの

10,642,000 円

資料１



 

国 総 地 第 ８ ２ 号 

令 和 ５ 年 ２ 月 １ 日 

 

各地方運輸局交通政策部長 殿 

沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

総合政策局地域交通課長 

 

地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金に係る国庫補助上限額について 

 

令和４年度における地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱別表８に定める「補

助対象系統が存する市区町村毎の国庫補助上限額」については、令和４年９月２９日付国総

地第５２号の１により通知したところですが、令和４年度補正予算成立に伴い、一部を改定

し、下記により算定することとしたので、関係者への周知方よろしくお取り計らい願います。 

 

記 

 

①通常の補助を受ける場合の算定式 

ⅰ）人口密度１２０人以上 

対象人口 × ９０円 × ０．７（補正係数）＋ ２００万円（定額） 

ⅱ）人口密度１２０人未満 

対象人口 × ９０円 × １．０（補正係数）＋ ２００万円（定額） 

 

②地域公共交通計画を策定した場合の算定式 

対象人口 × １２０円 ＋ ３６０万円（定額） 

 

③地域公共交通利便増進実施計画（以下「利便増進計画」という。)の認定を受けた場合の

算定式 

対象人口 × ２４０円 ＋ ５７０万円（定額） 

 

④地域旅客運送サービス継続実施計画（以下「継続実施計画」という。）の認定を受けた場

合の算定式 

対象人口 × ２４０円 ＋ ５７０万円（定額） 

 

⑤地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱別表８ただし書きに係る場合（別表２５

の地域公共交通協働トライアル推進事業の要件を満たす形成計画の対象区域内の市町村

であって、都道府県及び当該市町村を構成員に含む活性化法法定協議会に対し交付する場

合） 

①～③の算定式を基に算出した市町村ごとの上限額の合算 

 

なお、災害等により被災した市町村においては、上記算定式によらず特段の配慮を行うこ

ととする。 

 

※いずれの算定式も千円未満切り捨てとする。 

※人口密度とは、最新の国勢調査結果による。なお、補助対象系統が存する市町村が複数あり、協議会が

当該複数市町村により構成される場合には、それぞれの人口密度の平均値をとる。 

 

              以 上 

参考

LWA390
ハイライト

LWA390
ハイライト



 

別 添 

 

１．対象人口の考え方 

（１）人口集中地区以外の人口と交通不便地域の人口（※）を比較し、多い人口を対象人口

とする。 

 

（２）政令市、中核市の場合は、交通不便地域の人口（※）を対象人口とする。 

※交通不便地域の人口とは、次に掲げる地域の人口の合計（重複する場合を除く。）とする。 

① 過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）第２条第１項及び第３２条の適用される要

件に該当する過疎地域（同法第３３条第１項に基づく「過疎地域とみなされる市町村」及び同法第３

３条第２項に基づく「過疎地域とみなされる区域」を含む。） 

② 離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項の規定に基づき指定された同項の離島振興対策実

施地域 

③ 半島振興法（昭和 60 年法律第 63 号）第２条第１項の規定に基づき指定された半島振興対策実施地域 

④ 山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）第７条第１項の規定に基づき指定された振興山村 

⑤ 奄美群島振興開発特別措置法第１条に規定する奄美群島に属する島 

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法第２条第１項に規定する小笠原諸島に属する島 

⑦ 沖縄振興特別措置法第 3条第 1 号に規定する沖縄県の区域 

⑧ 交通不便地域として地方運輸局長等が指定する地域（以下「運輸局長指定交通不便地域」という。） 

 

（３）運輸局長指定交通不便地域の地域内フィーダー系統のみを申請する場合は、運輸局長

指定交通不便地域の人口のみを対象人口とする。 

 

２．今後の国庫補助上限額の考え方  

  今後も必要な予算の確保に最大限努めるものの、国庫補助の上限額については、何らか

の調整があり得る。 

令和３年４月に改正された地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に基づき、

地域公共交通活性化再生法に規定する地域公共交通計画の策定が補助要件（令和６年度予

算に係る事業までは経過措置あり）とされたことに伴い、公的負担による確保維持が真に

必要な地域内フィーダー系統に対し、効果的・効率的な補助を実施する観点から、国庫補

助の上限額については、今後必要な見直しを行うものとする。 

利便増進計画及び継続実施計画の認定を受けた場合の特例の期間については、最長５年

間とすることとし、それ以降については、改めて認定を受けた場合を除き、②地域公共交

通計画を策定した場合の算定式を適用する。 


